
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

木造戸建の大規模なリフォームに関する
建築確認手続について 【令和6年10月3日時点】

令和6年10月

国土交通省住宅局



建築確認等の対象の見直し（建築基準法第6条第1項）
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法第６条第１項に
規定する建築物

建築確認が
必要な工事

法第６条第１項に
規定する建築物

建築確認が
必要な工事

今般の法改正により旧４号建築物から新２号建築物に移る２階建ての木造一戸建て住宅等の建築物に
おいて、大規模の修繕又は大規模の模様替を行う場合、新たに建築確認等の手続きが必要となる。
今般の法改正により旧４号建築物から新２号建築物に移る２階建ての木造一戸建て住宅等の建築物に
おいて、大規模の修繕又は大規模の模様替を行う場合、新たに建築確認等の手続きが必要となる。

現行 改正

・新築
・増築
・改築
・移転
・大規模の修繕
・大規模の模様替

１号建築物

２号建築物

３号建築物

４号建築物
（旧４号建築物）

１号建築物
・特殊建築物
かつ

・当該部分の面積が200㎡超

２号建築物
（新２号建築物）
・階数２以上
又は

・延べ面積200㎡超

３号建築物(都計区域等の区域内）
・平家
かつ

・延べ面積200㎡以下

・新築
・増築
・改築
・移転
・大規模の修繕
・大規模の模様替

審査省略制度：構造関係規定等の一部の審査が省略される特例制度

・新築
・増築
・改築
・移転

審査省略制度
の対象 ・新築

・増築
・改築
・移転

審査省略制度
の対象



建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）

○ ○ ○

× × ○

× × ○

○都市計画区域、準都市計画区域、準景観地区等外

200㎡ 500㎡

1

2

3以上
階数

木造 木造
以外

２号

階数２以下かつ延べ面積500㎡以下の木造建築物は基本的に建築確認の対象外

○ ○

× ○

200㎡

1

2以上

階数

延べ面積

：確認対象 ：確認対象外

建築確
認の対
象に

改正前

改正後

○ ○ ○

○ ○ ○

× ○ ○

200㎡ 500㎡

1

2

3以上

階数
木造 木造

以外

構造によらず、階数２以上又は延べ面積200㎡超の建築物は建築確認の対象に

○ ○

× ○

200㎡

1

2以上

階数

延べ面積

延べ面積

延べ面積

２号 ２号

２号

２号

３号 ３号

３号

新２号新２号 新２号 新２号

新２号

新２号

新２号 新２号

新２号

：確認対象 ：確認対象外

新２号

新２号
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建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）

○ ○ ○

△
（一部審査省略）

△
（一部審査省略）

○

△
（一部審査省略）

△
（一部審査省略）

○

○都市計画区域、準都市計画区域、準景観地区等内

200㎡ 500㎡

1

2

3以上
階数

木造 木造
以外

２号

階数２以下で延べ面積500㎡以下の木造建築物は、建築士が設計・工事監理を行った
場合には審査省略の対象

○ ○

△
（一部審査省略）

○

200㎡

1

2以上

階数

延べ面積
：審査対象 ：審査対象であるが一部審査省略あり

構造関
係規定
等の確
認も必
要に

改正前

改正後

○ ○ ○

○ ○ ○

△
（一部審査省略）

○ ○

200㎡ 500㎡

1

2

3以上
階数

木造 木造
以外

平家かつ延べ面積200㎡以下の建築物以外の建築物は、構造によらず、構造関係規
定等の審査が必要に（省エネ基準の審査対象も同一の規模）

○ ○

△
（一部審査省略）

○

200㎡

1

2以上

階数

延べ面積

延べ面積

延べ面積

２号 ２号

２号

２号

４号 ４号

４号 ４号

３号 ３号

４号 ３号

新２号 新２号

新３号 新２号

新２号 新２号 新２号

新２号

新２号

新２号 新２号

新３号 新２号

：審査対象 ：審査対象であるが一部審査省略あり
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屋根の改修に関する建築基準法上の取扱い
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大規模の修繕及び大規模の模様替には該当しない屋根の改修の例（あくまでも例であり、実情に応じて判断すること）

改修

範囲

図1 横から見た断面図

屋外↑

屋内↓

○屋根ふき材のみの改修を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び同条第15号に規定する大規模の模様替

には該当しないものと取り扱って差支えない。

○また、既存の屋根の上に新しい屋根をかぶせるようないわゆるカバー工法による改修は、法第２条第14号に規定する大規模の修

繕及び同条第15号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○屋根ふき材のみの改修を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び同条第15号に規定する大規模の模様替

には該当しないものと取り扱って差支えない。

○また、既存の屋根の上に新しい屋根をかぶせるようないわゆるカバー工法による改修は、法第２条第14号に規定する大規模の修

繕及び同条第15号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

スレート等

防水層

垂木

母屋

改修

範囲

図3 横から見た断面図

折半板

タイトフレーム

梁

① 屋根ふき材のみの改修 ② カバー工法による改修

屋外↑

屋内↓

改修

範囲

図2 横から見た断面図

屋外↑

屋内↓

スレート等（既設）

防水層（新設）

垂木

母屋

スレート等（新設）

防水層（既設）

合板合板

＜注 意＞

屋根ふき材の改修を行うことで屋根を構成する全ての材を改修することになる
場合、その改修部分の見付面積が過半であれば、大規模の修繕又は大規模の
模様替に該当する。



外壁の改修に関する建築基準法上の取扱い（1/2）
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○外壁の外装材のみの改修等を行う行為、又は外壁の内側から断熱改修等を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模

の修繕及び同条第15号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○ただし、外壁の外装材のみの改修等を行う行為であったとしても、当該行為が外壁の全てを改修することに該当する場合は、この

限りでない。

○既存の外壁に新しい仕上材をかぶせるような工法による改修等を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び

同条第15号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○外壁の外装材のみの改修等を行う行為、又は外壁の内側から断熱改修等を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模

の修繕及び同条第15号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○ただし、外壁の外装材のみの改修等を行う行為であったとしても、当該行為が外壁の全てを改修することに該当する場合は、この

限りでない。

○既存の外壁に新しい仕上材をかぶせるような工法による改修等を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び

同条第15号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

大規模の修繕及び大規模の模様替には該当しない外壁の改修等の例（あくまでも例であり、実情に応じて判断すること）

① 外壁の外装材のみの改修等

断
熱
材

木造（充填断熱の場合）

屋外← →屋内

胴縁

改修範囲

サイディング等

クロス等

石膏ボード

防水シート

構造用合板

断熱材柱 柱

改修

範囲

クロス等
石膏ボード

構造用合板

サイディング等
防水シート

胴縁

図1-1 横から見た断面図 図1-2 上から見た断面図

屋外↑

屋内↓

外装材の改修を行うことで外壁の全ての材を改修することになる場合、その改修部分
の見付面積が過半であれば、大規模の修繕又は大規模の模様替に該当する。

屋外← →屋内
改修範囲

柱 柱

改修

範囲

定規アングル

ALCパネル等

目地受けプレート

図1-7 横から見た断面図 図1-8 上から見た断面図

梁

屋外↑

屋内↓

目地受けプレート

・定規アングル

ALCパネル等

鉄骨造（充填断熱の場合）

断
熱
材

屋外← →屋内

目地受けプレート

・定規アングル

改修範囲

ALCパネル等

クロス等

胴縁

断熱材柱 柱

改修

範囲

クロス等
石膏ボード

定規アングル

ALCパネル等

目地受けプレート

図1-3 横から見た断面図 図1-4 上から見た断面図

石膏ボード

梁

胴縁

屋外↑

屋内↓

図1-5 横から見た断面図

RC造（壁式構造・外断熱の場合）

断
熱
材

改修範囲

クロス等

石膏ボード

胴縁

防水シート

断熱材

改修

範囲

クロス等 石膏ボード

サイディング等
防水シート

胴縁

屋外↑

屋内↓
屋外← →屋内

RC壁

R
C

壁

図1-6 上から見た断面図

＜注 意＞

サイディング等



外壁の改修に関する建築基準法上の取扱い（2/2）
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タイル等

断
熱
材

R
C

壁

改修範囲

防湿シート

モルタル等

クロス等

石膏ボード

② 外壁の内側からの断熱改修等

断
熱
材

木造（充填断熱の場合）

屋外← →屋内

胴縁

改修範囲

サイディング等

クロス等

石膏ボード

防水シート

構造用合板

断熱材柱 柱
改修

範囲
（柱を除く）

クロス等
石膏ボード

構造用合板

サイディング等
防水シート

胴縁

図2-1 横から見た断面図 図2-2 上から見た断面図

屋外↑

屋内↓

RC造（壁式構造・内断熱の場合）

図2-5 横から見た断面図

断熱材改修

範囲

クロス等
石膏ボード

タイル等
モルタル等

屋外↑

屋内↓

RC壁

図2-6 上から見た断面図

鉄骨造（充填断熱の場合）

断
熱
材

屋外← →屋内

目地受けプレート

・定規アングル

改修範囲
（梁を除く）

ALCパネル等

クロス等

断熱材柱 柱

クロス等
石膏ボード

定規アングル

ALCパネル等

目地受けプレート

図2-3 横から見た断面図 図2-4 上から見た断面図

石膏ボード

梁

屋外↑

屋内↓

屋外← →屋内

防湿シート

改修

範囲
（柱を除く）

大規模の修繕及び大規模の模様替には該当しない外壁の改修等の例（あくまでも例であり、実情に応じて判断すること）



床の改修に関する建築基準法上の取扱い
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大規模の修繕及び大規模の模様替には該当しない床の改修等の例（あくまでも例であり、実情に応じて判断すること）

改修

範囲

図1 横から見た断面図

上階↑

下階↓

仕上げ材

梁

① 仕上げ材等のみの改修 ②仕上げ材の上に新たな仕上げ材を被せる改修

図2 横から見た断面図

仕上げ材の下地

改修

範囲

合板（既設）
仕上げ材（既設）

仕上げ材（新設）

根太

梁

根太

仕上げ材

梁構造用合板

剛床工法

根太工法 根太工法

改修

範囲

仕上げ材（既設）

梁構造用合板

剛床工法

改修

範囲

仕上げ材（新設）

○床の仕上げ材のみの改修等を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び同条第15号に規定する大規模の模

様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○また、既存の床の仕上げ材の上に新しい仕上げ材をかぶせる改修は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び同条第15

号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○床の仕上げ材のみの改修等を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び同条第15号に規定する大規模の模

様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○また、既存の床の仕上げ材の上に新しい仕上げ材をかぶせる改修は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び同条第15

号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

上階↑

下階↓

上階↑

下階↓

上階↑

下階↓



階段の改修に関する建築基準法上の取扱い
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大規模の修繕及び大規模の模様替には該当しない階段の改修の例（あくまでも例であり、実情に応じて判断すること）

① 過半に至らない範囲をやり替える改修 ②既存の階段の上に新たな仕上げ材を被せる改修

○各階における個々の階段の改修にあたり、過半に至らない段数等の改修を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模の修

繕及び同条第15号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○また、既存の階段の上に新しい仕上げ材をかぶせる改修は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び同条第15号に規定

する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○各階における個々の階段の改修にあたり、過半に至らない段数等の改修を行う行為は、法第２条第14号に規定する大規模の修

繕及び同条第15号に規定する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

○また、既存の階段の上に新しい仕上げ材をかぶせる改修は、法第２条第14号に規定する大規模の修繕及び同条第15号に規定

する大規模の模様替には該当しないものと取り扱って差支えない。

改修

範囲

改修

範囲

改修前 改修後

図1 階段改修イメージ 

階段の上り位置の変更を行う場合等に行う
過半に至らない段数等の改修を行う行為 既存の踏板に仕上げ材を被せる改修

図２ 階段改修イメージ 

既存階段

仕上げ材（新設）



増改築の場合の省エネ適合義務の対象

＜現行制度からの変更点：省エネ基準適合が必要な部分＞

➢ 省エネ基準適合義務制度は、増改築を行う場合にも対象となります。「増改築」には、修繕・模様替え（い
わゆるリフォーム）は含まれません。

➢ 増改築の場合は、増改築を行う部分が省エネ基準に適合する必要があります。

Point

増改築の場合の基準適合義務制度の対象となる部分について

現行制度とは異なり、増改築を行う場合は、増改築を行った部分が省エネ基準に適合する必要
があります。

※ 増改築部分を含めた建築物全体ではないので要注意。
※ 修繕・模様替え（いわゆるリフォーム・改修）は省エネ基準適合義務制度の対象ではありません。

既存部位を含め建築物
全体が省エネ基準適合

増築前

現行制度 改正（2025年4月以降）

増築部分が
省エネ基準適合

見直し見直し

現行制度 改正（2025年4月以降）

見直し見直し

既存部位を含め建築物
全体が省エネ基準適合

増築部分が
省エネ基準適合

増築前

増改築の場合の留意事項
✓ 2025年３月以前に行われる増改築であって、現行制度で義務付け対象となる場合は、既存部分を含めた建築物

全体で省エネ基準適合が必要です。

✓ 増改築部分の床面積が１０㎡を超え、増改築後の建築物の規模が建築基準法第６条第１項第１号又は第２号に該当
する場合に、増改築に係る省エネ適判が必要。
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改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

建築確認・検査の対象となる建築物の規模の見直し等は、施行日（令和７年４月１日）以後に工事に着手
するものについて適用されます。
建築確認・検査の対象となる建築物の規模の見直し等は、施行日（令和７年４月１日）以後に工事に着手
するものについて適用されます。

確認申請
（附則第３条）

構造関係規定等への
適合確認

① 不要

② 不要

③ 不要

④ 着工前に必要
確認：審査する
検査：検査する

法施行日（令和7年4月１日）

着工

確認・検査の対象外から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域外＞

設計 完了

着工

設計
変更

確認
申請

確認
済証

完了検査
申請

検査
済証
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【留意事項】
１．施行日前後の建築確認・検査の取扱いが変更されます（下図参照）。
２．建築確認を円滑に進めるため、

・下図④の場合は建築基準関係規定への適合性について
・下図⑩の場合は構造関係規定等への適合性について
施行日前から建築主事・指定確認検査機関とあらかじめ相談することをご検討ください。

３．下図⑪⑫の場合（防火・準防火地域外の一戸建て住宅を除く）などの消防同意について、施行日前は都市計画区域等の区域内で同意期限
が３日以内、都市計画区域等の区域外で消防同意（建築確認）の対象外だったものが、施行日以後は同意期限が７日以内に変更となります。

４．都道府県及び限定特定行政庁における建築主事の業務範囲が変更となりますので、施行日以後の申請先にはご注意ください。
５．確認申請から確認済証の交付まで一定の審査期間が必要となるため、施行日前に工事に着手する予定の場合は、時間的余裕をもって建築確認
申請を行ってください。

６．施行日前に確認済証が交付され、施行日以後に着工するものについては、着工後の計画変更や検査において、構造関係規定等への適合の確認
が必要となり、適合の確認ができない場合には、計画変更に係る確認済証や中間検査合格証、検査済証が交付されないため、一定の余裕をもって
対応してください。



構造関係規定等への
適合確認

留意点

⑤
確認：審査しない
検査：検査しない ―

⑥
確認：審査しない
検査：検査しない ―

⑦
確認：審査しない
検査：検査しない ―

⑧
確認：審査しない

計画変更：審査しない
検査：検査しない

―

⑨
確認：審査しない

計画変更：審査しない
検査：検査しない

―

⑩
確認：審査しない
計画変更：審査する
検査：検査する

⑦、⑨、⑫となるよう調整すること
が考えられる

⑪
確認：審査する
検査：検査する

施行日以後に行われる
消防同意については７日以内

⑫
確認：審査する
検査：検査する

施行日以後に行われる
消防同意については７日以内

法施行日（令和7年4月１日）

確認
申請

確認
済証 着工

旧4号から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域内＞

計画
変更

確認
済証

完了
検査
申請

検査
済証

改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項
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